
雇用と暮らしを守る

＜雇用支援強化事業＞
労働者・経営者向け相談窓口の充実
従業員への教育訓練経費を支援し、雇用維持を後押し

＜コロナ禍における「⽣理の貧困」対策事業＞
市町村と連携し、⽣理用品の無償配布等を支援

＜⽣活福祉資⾦緊急貸付事業＞
低所得者、離職者等に対する⽣活資⾦貸付の原資を増額し、
困窮者の日常⽣活の維持を支援

１０億円


